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地上 40 ㎞から 400 ㎞ほどの高高度核爆発に起因

す る 高 高 度 電 磁 パ ル ス （ High Altitude 

Electromagnetic Pulse: HEMP、核電磁パルス

（Nuclear EMP）とも）が安全保障上の争点となって

久しいが、今日に至るまで、その脅威評価を巡って賛

否両論がある。最悪の想定として有名なものは米国に

おける先行研究で、HEMP 攻撃が発生することで全

米の電力網や通信ネットワークが不可逆的に破壊さ

れ、数ヶ月から数年にわたり電力のない状況が発生

する結果、飢餓と疾病、社会的混乱により、一年間で

人口の 67－90％が失われるとしたものである（※最

初の電力網の発明以前の 1880 年時点で、馬車や石

炭火力に支えられた米国人口が約 5,000 万人であっ

たことを主たる算出根拠とする）１。しかし、そもそも核

攻撃能力を有する国にとっては効果も定かではない

HEMP 攻撃よりも、敵対国の人口密集地や枢要な軍

事拠点への直接的な核打撃のほうが遙かに核の威嚇

として有効であり、また被害想定の不確かさを理由に、

社会インフラ全般に対する HEMP 抗たん性（EMP 

hardening）向上は、コストが高すぎて割に合わない

といった批判も根強い２。なお、核爆発によって爆心地

周辺数キロで生じる発源地 EMP（Source Region 

EMP）については、過去の大気圏内核実験でも通信

障害や観測機材の故障などの形で報告がある３。更に、

発生メカニズムやその特性は異なるものの、太陽フレ

アに伴う地磁気擾乱（Geomagnetic Disturbance : 

GMD）のように、EMP には自然事象としての側面も

ある。よく知られた事例には、大規模なコロナ質量放

出（Coronal Mass Ejection: CME）によって北米や

欧州の電信システムに被害を与えた 1859年のキャリ

ントン・イベント（Carrington Event）がある４。そのた

め、HEMP 脅威を巡る主たる論点は、上述した高高

度核爆発がコンプトン効果（Compton effect）を起こす

ことで発生する初期 EMP（E1）、中間期 EMP（E2）、

終期 EMP（E3又はMagnetohydrodynamic EMP: 

MHDEMP）の3つのフェーズからなる大電力と、それ

が送電線などに接続された電子機器に降り注いで広

範囲に及ぼす効果そのものとなる５。また、HEMP が

地表に及ぼす電界強度とその地理的分布も重要な注

目点である。米国の MIL 規格では HEMP の地表に

おける電界強度を 50kv/m としているが、これも主に

爆発高度など（※電離層における回折など、地表の電

界強度に副次的影響を及ぼす要素も先行研究におい

ては指摘されている）によって、その影響の範囲や電

界強度に濃淡が生じる可能性が理論的側面から研究

されている６。 

 

 

冷戦期初頭、大気圏内核実験を通じて実証された

HEMPは、1950年代から 1960年代前半にかけて、

米ソ両国で様々な爆発高度や核出力のもとに複数の

高高度核実験が行われ、調査研究の対象となってき

た。公開情報からは高度 40km 以上の高高度核実験

として、米国が計 9回を洋上で、また旧ソ連がおよそ 6

回程度を地上などで実施したが、核不拡散問題と放

射性降下物に対する国際社会の厳しい批判のなか、

1963年の部分的核実験禁止条約（Partial Test Ban 

Treaty: PTBT）発効後は、両国とも地下核実験や理

論研究といった限定的な条件下での EMP 関連研究

にシフトせざる得なくなった７。 
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この過程で、奇しくも米ソともに PTBT 発効前夜の

1962 年に実施した高高度核実験―スターフィッシュ・

プライム核実験（米国、太平洋ジョンストン島上空）と

第 184 核実験（旧ソ連、カプースチンヤール又はノバ

ヤゼムリア核実験場、ただし実験名や実施条件は資

料によって一致しない８）―によって、両国はそれぞれ

HEMP が地上の広範囲に物理的影響をもたらすこと

を確認した。米国の場合、高高度核実験の直後に爆

発地点から 1,400km離れたハワイ諸島で生じた停電

事案が有名だが、これらの被害は軽微なものであり、

かつ復旧作業も迅速に遂行された。その後、米国サン

ディア国立研究所の研究者によって専門的見地から

このハワイ停電事象が検証され、停電の原因は

HEMP効果に帰する根拠があるとの結論を得た９が、

当時、HEMP が安全保障上の重大な脅威だと捉えら

れた形跡は認められず、またハワイ停電事案をもって、

米国の核戦略や国民保護に何らかの顕著が影響をも

たらされたとは到底言えない状況であった。 

その後、米国では HEMP 効果をシミュレートするこ

とで、航空機や艦艇、ミサイルなどの各種装備品や軍

用インフラの EMP抗たん性の測定が行われ、そのた

めの試験場（よく知られたものとしては、ニューメキシ

コ州アラバカーキのAtlas-Iがある１０）が冷戦期を通じ

て運用された１１。また、通信分野での EMP 対策を定

めた前述の MIL 規格の策定など、主として軍事面で

の HEMP 対策が進められた。しかし、こうした一方で

電力網や通信ネットワークなど社会インフラの HEMP

対策は遅々として進まなかったとの批判もあり１２、見

方によっては、近年に至るまで、米国で HEMP 脅威

が重大な安全保障上の脅威として真剣に受け止めら

れてこなかった可能性も示唆される。   

他方、1994 年にフランスで開催された欧州電磁気

学シンポジウム（EUROEM）の席上で、ロシア国防省

技術物理中央研究所のロボレフ（V.M. Loborev）少

将によって、旧ソ連の第 184 核実験で地上数百キロ

にわたって生じた HEMP による物理的被害の詳細

（近傍の発電所で火災発生、地下電力ケーブルが熱

で溶解、地上電力ケーブルも絶縁機焼失、長距離電

話のスパークギャップ装置が故障など）が報告された。

同報告は、HEMP 脅威の実相を伝える情報として西

側関係者の注目を大いに集めた１３。公開情報に基づ

く先行研究からも、旧ソ連の高高度核実験では爆発高

度（40～50km、150km、300km 前後）と核出力（極

小規模から 300kt程度）を揃えることで、HEMPの影

響について比較実験を試みていた形跡が見てとれる

１４。なお、旧ソ連のケースで特筆すべきは、それらが

主に地上で実施された点のみならず、複数回行われ

た比較実験のうち、広範囲に被害を及ぼしたと報告さ

れる事例が前述の僅か一回であったことである。また、

関連する無視しえないもう一つのポイントとして、

HEMP の軍事的側面に特化したと思しき旧ソ連の核

兵器開発を巡る証言がある。これは 1999 年 4 月 30

日、コソボ紛争に対する平和的解決策を議論するため、

米国議員団とロシア連邦議会下院議員団がオースト

リア・ウィーンにて会合を持った際、駐米ロシア大使経

験者であったルキン（Vladimir Lukin）元ロシア最高

会議国際関係委員会議長が米国議員団に対して、地

表での電界強度 200kv/m を発揮する旧ソ連の超

EMP 兵器（Super EMP Weapon）の存在について

語ったとの証言である１５。この証言内容の真偽を検証

する術はないものの、少なくとも HEMPの効果を巡っ

て、旧ソ連では当時の米国よりも軍事的に強い関心を

抱いていた可能性が指摘できよう。なお、付言するな

らば、冷戦期から今日に至るまで、米ソ（ロ）以外の核

兵器国や実質的な核兵器保有国が高高度核実験を

実施した事例は確認されていない。5 核兵器国（米ロ

英仏中）のうち、近年、米国の情報提供のもとに

HEMP 脅威に関する検討結果を公開した英国の事

例１６はあるものの、HEMP の効果を実証的に把握す

る機会のあった国としては、事実上、米ソ（ロ）2カ国の

みと考えられる。 

 

 次節で具体論に入る前に、全般として指摘すべ 

さて、旧ソ連とロシアの HEMP 対策の取り組みに

ついては、依然として不透明な部分も多いものの、対

照的に情報開示の進んでいる米国では冷戦期以来、

度々HEMP脅威の問題が俎上に載り、関係各機関で

検討が行われてきた経緯が明らかになっている。軍用

インフラに関する開示済みの文書の例を挙げれば、

1981 年に EMA 社が取りまとめ、海軍水上兵器セン

ター（Naval Surface Weapon Center）に提出した米

国の水上艦艇装備品の EMP 抗たん性向上に関する

HEMP 脅威の評価―米国の取り組み― 
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技術設計ガイドライン１７の存在がある。また、1990 年

には MIL 規格として、緊急で枢要な任務を遂行する

地上の指揮・統制・通信・コンピュータ・情報（C4I）施

設のための HEMP防護に関するガイダンスが作成さ

れた１８。一方、社会インフラについて見れば、米国原

子力規制委員会（NRC）が 1983 年の段階で、既に

EMP 事案の発生後も原発の安全システムは稼働す

るとの調査結果をまとめており、その後 30 年を経た

2014 年に上記の調査結果の見直しを行った際にも、

改めて同様の結論に至ったことが発表されている１９。 

しかし、繰り返しになるがHEMPの脅威評価を巡っ

ては、今日まで米国政府関係者や専門家の間で議論

が割れている。最大の論点は、高高度核実験が行わ

れていた、今を遡ることおよそ 60 年前の真空管時代

の社会インフラと、IoT 時代における電力や通信、上

下水道、輸送などの枢要な社会インフラ―その多くが

EMP に脆弱な産業制御システム（Supervisory 

Control and Data Acquisition: SCADA）によって支

えられている―の違いをどう受け止めるか、という点

にあると言えよう２０。こうしたなか、HEMP脅威に正面

から取り組んだのが 2001年に米国議会に設置された

米国 に 対 す る EMP 攻撃脅威評価委員会

（Commission to Assess the Threat to the United 

States from Electromagnetic Pulse (EMP) Attack、

以下 EMP委員会）であった。EMP委員会はHEMP

攻撃脅威に関して連綿と警鐘を鳴らし、技術的なバッ

クグラウンドを持つ有力な委員会メンバーの知見に基

づき、HEMPに対して脆弱性を持つ社会インフラの同

定や、対策の在り方を問うた情報発信を通じて、米国

内外の注目を集めてきた。更に、この EMP 委員会の

活動と関連して、元米国下院議長のギングリッジ

（Newt Gingrich）や元米国中央情報局（CIA）長官

のウールジー（James Woolsey）らの関与のもとに、

EMP 委員会議長で元米国航空宇宙局（NASA）長官

代理のグラハム（William Graham）や同委員会ス

タッフのプライ（Peter Vincent Pry）らが各種メディア

を通じて、折々に HEMP 対策の必要性を訴えてきた。

そして 2004年と 2008年に二度にわたり、EMP委員

会としての報告書２１を議会に提出した２２。また、2011

年 11月には米国議会の諮問委員会として、国家及び

国土安全保障タスクフォース（The Task Force on 

National and Homeland Security）の設立許可が署

名され、米国に対する人為的及び自然現象としての

EMP 脅威とその対応の検討が開始された。しかし、

EMP 委員会については国防省と国土安全保障省が

予算申請を行わず、2017年 9月末にその業務を終了

した２３。一方、国家及び国土安全保障タスクフォース

は議会からの資金提供は受けず、寄付金のみでの運

営ではあるが、元EMP委員会の関係者が中核となっ

てHEMP脅威の検討を継続している２４。 

 

 

 

その後、EMP委員会などで HEMP脅威への懸念

の声が高まるにつれて、2015 年、エネルギー省は

EMP レジリエンス戦略について電力産業と調整のう

えで検討を開始し、2017年には「EMPレジリエンス行

動計画」を策定・公刊した２５。こうしたなか、米国の

HEMP 脅威評価の潮目が大きく変化したのは、2017

年前後にかけてのことであったのではないかと考えら

れる。具体的には、まず 2016年の米国大統領選挙に

際して発表された「共和党綱領」で、北朝鮮やイランの

核問題と、中国やロシアの戦争計画に言及しつつ、

HEMP 脅威が現実のものであり、大統領、議会、国

土安全保障省、国防省、政府、電力事業者ら民間セク

ターが協力して電力網を守る必要があることを明記し

た２６。続いて、2017 年 9 月 3 日、北朝鮮の国営通信

が核実験と大陸間弾道ミサイル開発とを結びつける

形で HEMP 攻撃能力の獲得に言及２７して注目を集

めた。これは奇しくもEMP委員会の終了したのと同月

の出来事であった（※なお、EMP 委員会関係者によ

るものを含めて、北朝鮮の核開発と HEMP 脅威とを

結びつける議論は、それまでにも頻繁になされてきた

経緯がある）。 

2018 年に入るとより顕著な展開があり、国土安全

保障省から「EMP と GMD の脅威から国土を守り準

「EMP への国家のレジリエンスの調整に関する

大統領令」の署名へ 
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備するための戦略」が発表２８され、翌 2019年 3月 26

日には、「EMP への国家のレジリエンスの調整に関

する大統領令」がトランプ（Donald Trump）大統領に

よって署名・発出された２９。特に後者の大統領令は、

HEMP と GMD の両方に焦点を当てた点で、過去に

例を見ない画期的なものであった３０。その一部を抜粋

すると、EMP については「テクノロジー及び枢要なイ

ンフラシステムを妨害し、品質低下させ、損害を与える

潜在性を持つ」とし、「人為的或いは自然に生起する

EMP が地理的に広範に影響を及ぼし、国家安全保

障や経済的繁栄にとって枢要な要素を混乱させ、かつ

グローバルな通商と安定にも反対方向に作用する可

能性がある」として、米連邦政府によるレジリエンス強

化の必要性を具体的に明記（Sec.1.）したほか、防護

が必要な枢要なインフラについては「安全保障、国家

経済安全保障、国家公衆衛生または安全において死

活的な、物理的・仮想的を問わないシステムとアセット」

（Sec.2.(a)）だと定義した。そして、同大統領令として

国務長官には「外交努力により同盟国やパートナー国

とEMP効果へのレジリエンスについて調整をリードす

ること、国防省や他省庁の長と連携し、核の装置の利

用可能性を低減することで、米国や同盟国、パート

ナー国に対する EMP 攻撃の蓋然性を低下させる核

不拡散と抑止効果を強化すること」（Sec. 5.(a)(ii)）とし、

また国防長官には「他省庁の長及び同盟国、パート

ナー国、民間セクターらのエンティティとも適宜に連携

し、米国の利益であるところの宇宙システムへの影響

を含め、迅速に EMP を特徴付け、その属性を明らか

にし、警報を鳴らす能力を向上・開発せねばならない」

（Sec. 5.(b)(i)）と命じた。そのうえで「攪乱されれば国

や地域の公衆衛生や安全、経済安全保障、若しくは

国家安全保障に破滅的な結果をもたらしうる国の枢要

な機能や付随した優先される枢要なインフラシステム、

ネットワーク、アセット（宇宙のアセットを含む）を同定し

リスト化」（Sec.6.(a)(i)）し、これらの「同定から 1 年以

内に、国土安全保障長官は他省庁の長らと適宜協調

し、適切な政府及び民間セクターのEMPスタンダード

を用い、同定されたどの枢要なインフラシステム、ネッ

トワーク、アセットが最もEMPに対して脆弱かを評価」

（Sec.6.(a)(ii)）することと定めた。そして国土安全保障

長官に対して「（※上記の）同定から 180 日以内に連

邦政府機関の関連部局や科学技術政策局（OSTP）

局長、そして他の適切な機関の長と協議し、テスト

データを評価し、それらデータのなかで国内の枢要な

インフラシステム、ネットワーク、アセットに関する

EMP の効果についてのギャップを同定する」

（Sec.6.(b)(i)）ことなど、90日、180日、1年、4年と期

限を定めて、関係する政府機関で HEMPに対する脆

弱性を同定するよう命じている。この大統領令につい

て、ペリー（Rick Perry）エネルギー長官は「米国の敵

対者に対して、米国が脅威を真剣に捉えているとの明

確なメッセージである」との声明３１を発出している。見

方によっては、同大統領令には技術的な脆弱性への

対処という意味合いのみならず、HEMP 攻撃を検討

する敵対者に対する拒否的抑止力の構築と、米国が

拡大抑止を提供する同盟国やパートナー国にもそれ

を及ぼそうとする含意も指摘できよう。 

大統領令の署名から間を置かずに発表された米国

電力研究所（EPRI）の報告書「HEMP と基幹電力系

統」３２では、送電システムへの HEMP の影響を 3 つ

のフェーズに分けて検討した結果、潜在的な HEMP

の影響を緩和するための技術手段は明らかだとして、

HEMP によって数ヶ月から数年にわたり米国で停電

が続くのではないかとする見解には、そもそもの対策

が可能だとの立場からこれを支持しない、との明確な

結論を打ち出した。しかし、この EPRI 報告書には元

EMP 委員会の関係者らから技術面で強い批判が寄

せられた３３ほか、各種メディアでもその内容の賛否を

問う議論となっている３４。なお、EPRI 報告書のもとに

なった個別の調査研究成果は 2016 年から同研究所

により公開済みであり３５、これらは前述した米国エネ

ルギー省との共同作業の一環であった。ちなみに、一

般的な EMP対策としては、コストとの兼ね合いもある

ものの、電磁波シールドやノイズフィルタなどの防護措

置を用いることが有効だとされる３６。また、既に国際電

気通信連合電気通信標準化部門（ITU-T）の各種勧

告において、HEMP による意図的な電磁攻撃や、そ

れに対する抵抗性（immunity）を得るためのガイドが
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明確化されている３７。そこで焦点となるのは、HEMP

をどの程度広い地域にいかなる被害をもたらしうる脅

威と見做すのかという「評価」であり、それは究極的に

は、安全保障のリスクとコストの「判断」に委ねられる

ことになると見るべきではないだろうか３８。 

 

 

大気圏内での高高度核実験が過去のものとなり、

その後、社会インフラが大きく発展するなかで脅威評

価がなかなか定まらなかったHEMPだが、2019年に

米国でGMDとHEMPの両方に目配りした大統領令

が署名されたことで、これまでの議論に一区切りがつ

き、今後、米国連邦政府としてのスタディを深めるとと

もに、一部の領域では同盟国やパートナー国とも連携

し、脆弱性の同定と対策に向けた具体的な一歩を踏

み出す可能性が見えてきた。ちなみに米軍関係の

EMP 抗たん性向上について過去の検討事例で言え

１ William Graham, James R. Woolsey and Peter Vincent 

Pry, “The EMP Executive Order ? Where Were Bush and 

Obama?” National Review website, May 3, 2019. 
２ 一例として、以下を参照。Jack Steinberger, “The 

Electromagnetic Pulse Produced by a Nuclear Bomb 

Explosion High Above the Atmosphere,” Archive.org 

website, September 2006; Jeffrey Lewis, “The EMPire 

Strikes Back: Electromagnetic Pulse is the Conservative 

Fetish that Just Won’t Die” Foreign Policy, May 24, 

2013. 
３ K.S.H. Lee, ed., EMP Interaction: Principles, 
Techniques, and Reference Data, A Summa Book, 1986, 

pp.45-46. 
４ John Kemp, “Time to be Afraid - Preparing for the 

Next Big Solar Storm,” Reuters, July 26, 2014. 
５ EMP Commission, “Report of the Commission to 

Assess the Threat to the United States from 

Electromagnetic Pulse (EMP) Attack Volume I: 

Executive Report,” pp.4-6. 
６ John McRary, “The Amplitude Distribution of an 

Electromagnetic Pulse Propagated through the 

Ionosphere,” EMP Theoretical Note, No.80, June 1970; 

Michael A. Messier,“ A Standard Ionosphere for the 

Study of Electromagnetic Pulse Propagation,” EMP 
Theoretical Note, No.117, March 1, 1971; R.D. Jones and 

D.Z. Ring, “Ionospheric Modification of the 

Electromagnetic Pulse from Nuclear Explosions,” EMP 
Theoretical Note, No.174, July 1972. 
７ 一政祐行「米ソの大気圏内核実験と高高度電磁パルス

（HEMP）研究」『CISTEC journal』No.173、2018年 1

月、59－63頁。 
８ 一政、前掲論文、61－62頁。 
９ Charles N. Vittitoe, “Did High-Altitude EMP Cause 

the Hawaiian Streetlight Incident?” System Design and 

ば、必要な追加的経費として、米軍のシステム及び市

販のコンピュータなどへの組み込みであれば 2～3％、

また米軍の保有する電子ハードウェアに対する改装

（retro-fit）であっても、総コストの 3～10％の上乗せ

で対策が可能だと議会で証言されたこともある３９。言う

までも無く、高高度核実験を行った歴史を持つ 2 つの

核兵器国の一つとして、米国政府機関が有するであろ

う HEMP 関連の知見は、他国のそれを凌駕すると見

て良く、また本稿で言及したHEMP関連のMIL規格

のように、国内外で頻繁に参照される基準を定めてき

た経緯もあることから、米国での対策の進展が各国に

も何らかの形で波及してゆくことも考えられる。引き続

き、米国及び同盟国やパートナー国での HEMP脅威

対策への動向と今後の展開が注目される。 
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